
①
離
島
へ
の
市
長
の
認

識
は

市
長

有
人
離
島
を
中
心
と
し
た

景
観
、
そ
こ
で
と
れ
る
水
産
物
が

鳥
羽
市
の
産
業
を
支
え
て
い
る
大

き
な
要
因
で
す
。

（
写
真

離
島
住
民
の
利
便
性
を

高
め
る
こ
と
が
定
住
応
援
策
に
）

10
年
後
の
鳥
羽
市
全
体

と
特
に
離
島
地
区
の
人

口
は
ど
の
よ
う
に
推
計

し
て
い
る
の
か

企
画
財
政
課
副
参
事

市
全
体
は

１
万
６
８
８
９
人
。
離
島
地
区
は

２
７
２
９
人
（
３
割
に
あ
た
る
１

１
６
４
人
減
）
と
推
測
し
て
い
ま

す
。人

口
の
一
番
多
い
答
志

地
区
に
な
ぜ
午
後
８
時

台
の
最
終
便
が
無
い
の

か
。
答
志
航
路
の
最
終

便
増
発
は

市
長

財
政
状
況
を
考
え
る
と
な

か
な
か
難
し
い
。
こ
れ
か
ら
い
い

知
恵
を
出
し
な
が
ら
、
可
能
で
あ

れ
ば
考
え
て
い
き
た
い
。

②
こ
れ
ま
で
交
流
を
続

け
て
い
る
愛
知
県
田
原

市
や
、
防
災
協
定
を
結

ん
で
い
る
長
野
県
大
町

市
、
飯
島
町
、
岐
阜
県

美
濃
市
と
友
好
都
市
提

携
が
で
き
な
い
か

企
画
財
政
課
副
参
事

鳥
羽
市
は

平
成
23
年
に
兵
庫
県
三
田
市
と
友

好
都
市
提
携
を
結
び
文
化
、
自
治

会
、
物
産
交
流
な
ど
の
事
業
を
行

な
っ
て
い
ま
す
。
友
好
都
市
以
外

の
市
町
に
つ
い
て
も
可
能
な
範
囲

に
お
い
て
同
様
の
交
流
を
図
っ
て

い
き
た
い
。

交
流
が
あ
る
市
町
住
民

へ
鳥
羽
の
優
待
券
の
発

行
は観

光
課
長

特
典
を
つ
け
る
こ

と
に
つ
い
て
は
、
市
内
の
観
光
事

業
者
、
宿
泊
事
業
者
の
協
力
が
必

要
。
仕
組
み
や
効
果
等
を
含
め
て

市
観
光
協
会
等
と
相
談
し
検
討
し

ま
す
。

予
算
委
員
会

質
疑

遠
距
離
通
学
補
助
の
児

童
、
生
徒
の
人
数
は

学
校
教
育
課
長

小
学
生
１
５
３

名
。
中
学
生
は
３
５
名
で
す
。

義
務
教
育
と
い
う
観
点

か
ら
児
童
、
生
徒
の
保

護
者
負
担
を
無
く
す
べ

き
で
あ
る
と
考
え
る
が

教
育
長

同
じ
考
え
で
す
。

あ
と
ど
れ
く
ら
い
の
増

額
で
保
護
者
負
担
が
ゼ

ロ
に
な
る
の
か

学
校
教
育
課
長

あ
と
１
０
０
万

円
弱
で
す
。

市
長
の
考
え
は

市
長

尊
重
す
べ
き
考
え
で
あ
る
。

義
務
教
育
は
国
が
や
る
べ
き
。
議

会
が
全
額
補
助
す
べ
き
で
あ
る
と

考
え
る
な
ら
ば
補
正
予
算
を
組
み

ま
す
。
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「
答
志
航
路
の
午
後
8
時
台
最
終
便
は
」

市
長

難
し
い
が
、

い
い
知
恵
を
出
し
考
え
た
い
！

だより

平
成
27
年
12
月
本
会
議
で
①
「
離
島
地
区
の
定
住
応
援
策
」
、
②

「
国
際
交
流
事
業
と
国
内
の
友
好
都
市
事
業
の
取
り
組
み
」
の
二
件
を

一
般
質
問
し
ま
し
た
。
ま
た
「
消
費
増
税
に
伴
う
宿
泊
業
に
対
す
る
軽

減
税
率
適
用
を
求
め
る
意
見
書
」
を
賛
成
多
数
で
採
択
し
、
全
国
に
先

駆
け
て
政
府
機
関
に
送
付
し
ま
し
た
。
裏
面
に
意
見
書
の
内
容
を
記
載
。

い
よ
い
よ
伊
勢
志
摩
サ
ミ
ッ

ト
開
催
の
5
月
26
、
27
日
ま
で

あ
と
57
日
と
な
り
ま
し
た
。

鳥
羽
お
も
て
な
し
会
議
で
は

サ
ミ
ッ
ト
10
日
前
記
念
イ
ベ
ン

ト
と
し
て
、
「
御
潜
（
み
か
づ

き
）
神
事
再
現
イ
ベ
ン
ト
」
を

開
催
し
ま
す
。

こ
の
イ
ベ
ン
ト
を
通
じ
て
鳥

羽
の
歴
史
、
海
女
文
化
の
発
信

に
努
め
、
海
女
が
日
本
一
多
い

ま
ち
鳥
羽
を
国
内
外
に
広
く
周

知
し
ま
す
。

御
潜
（
み
か
づ
き
）

神
事
再
現
イ
ベ
ン
ト

を
開
催

期
日

5
月
14
日
（
土
）

午
前
10
時
か
ら

会
場

鳥
羽
市
国
崎
町
老
の
浜

こ
の
行
事
は
、
明
治
４
年
ま

で
続
け
ら
れ
て
い
た
、
伊
勢
神

宮
に
熨
斗
あ
わ
び
を
献
進
す
る

た
め
の
あ
わ
び
を
取
る
神
事
で

す
。 「

小
中
生
の
遠
距
離
通
学

保
護
者
負
担
は
ゼ
ロ
に
す
べ
き
で
は
」

教
育
長

同
じ
考
え
で
す

成
功
さ
せ
よ
う
！
伊
勢
志
摩
サ
ミ
ッ
ト



市
立
長
岡
診
療
所
が
四
月
よ
り
、

「
公
益
社
団
法
人

地
域
医
療
振

興
協
会
」
に
管
理
運
営
が
委
託
さ

れ
ま
す
。

診
療
は
元
・
志
摩
病
院
勤
務
で

内
科
の
鈴
木
孝
明
先
生
が
専
任
で

担
当
し
ま
す
。
職
員
も
変
わ
り
ま

す
。

診
療
時
間

平
日
（
月
～
金
）

午
前
９
時
～
正
午

午
後
２
時
～
午
後
５
時

東
京
に
本
部
を
置
く
「
地
域
医

療
振
興
協
会
」
は
、
全
国
で
県
立

志
摩
病
院
等
23
施
設
の
病
院
や
診

療
所
、
介
護
老
人
保
健
施
設
等
の

運
営
を
し
て
い
ま
す
。
従
業
員
数

は
７
６
４
５
名
（
内
医
師
は
１
０

１
７
名
）
。

こ
れ
ま
で
長
岡
診
療
所
へ
の
医

師
派
遣
を
約
2
年
間
（
週
2
日
）

行
な
っ
て
い
ま
す
。

四
月
に
鳥
羽
市
消
防
署

南
鳥
羽
出
張
所
が
開
設

大
西
先
生
不
在
後
、
昨
年
11
月

よ
り
吉
岡
先
生
に
お
世
話
に
な
り

あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

本
年
四
月
か
ら
鳥
羽
市
消
防
署

南
鳥
羽
出
張
所
も
開
設
さ
れ
、
救

急
車
と
消
防
車
各
一
台
が
配
備
さ

れ
ま
す
。

今
後
は
消
防
署
と
の
連
携
を
図

り
な
が
ら
、
さ
ら
に
長
岡
地
区
住

民
と
観
光
客
の
安
心
安
全
な
地
域

医
療
の
確
保
に
寄
与
し
て
頂
け
る

も
の
と
期
待
し
て
い
ま
す
。
関
係

者
の
努
力
に
敬
意
を
表
し
ま
す
。

（
↑
懇
談
会
の
ひ
と
こ
ま
）

去
る
２
月
15
日
「
鳥
羽
市
老
人

ク
ラ
ブ
と
市
議
会
議
員
懇
談
会
」

が
文
化
会
館
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

老
人
ク
ラ
ブ
は
、
地
域
を
基
盤

と
す
る
高
齢
者
の
自
主
的
な
組
織

で
「
の
ば
そ
う
！
健
康
寿
命
、
担

お
う
！
地
域
づ
く
り
」
を
テ
ー
マ

と
し
健
康
、
友
愛
、
奉
仕
の
三
大

目
標
を
掲
げ
て
活
動
し
て
い
ま
す
。

浜
口
議
長
の
あ
い
さ
つ
の
後
、

小
林
千
代
太
郎
会
長
か
ら
活
動
の

問
題
提
起
が
さ
れ
分
散
会
で
熱
心

な
意
見
交
換
が
行
な
わ
れ
ま
し
た
。

市
老
連
か
ら
の
要
望

①
活
動
す
る
た
め
市
の
施
設
、

体
育
館
、
中
央
公
園
、
市
民
文
化

会
館
の
使
用
料
の
免
除
。

②
市
老
連
活
動
助
成
金
の
会
員

割
、
地
区
割
の
増
額
。

③
市
老
連
の
活
動
拠
点
と
し
て

事
務
所
（
部
屋
）
、
パ
ソ
コ
ン
、

プ
リ
ン
タ
ー
の
設
置
。

④
「
新
地
域
支
援
事
業
」
に
関

わ
る
協
議
へ
の
参
画
。

日
頃
の
活
動
に
感
謝
す
る
と
共

に
、
老
人
ク
ラ
ブ
の
皆
さ
ん
の
知

恵
と
パ
ワ
ー
を
市
行
政
や
地
域
づ

く
り
に
活
か
し
て
い
た
だ
き
た
い

と
思
い
ま
す
。

３
月
委
員
会

審
議
よ
り

平
成
28
年
度
は
「
移
住
・
定
住

元
年
」
と
位
置
づ
け
、
様
々
な
事

業
展
開
で
７
，
４
７
５
万
円
の
当

初
予
算
が
組
ま
れ
て
い
ま
す
。

移
住
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
づ
く
り
、

移
住
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
及
び
定

住
支
援
員
の
配
置
、
シ
ン
グ
ル
ペ

ア
レ
ン
ト
移
住
支
援
事
業
、
移
住

者
の
起
業
支
援
、
空
き
家
活
用
促

進
事
業
な
ど
多
彩
。

鳥
羽
を
訪
れ
る
人
に
Ｐ

Ｒ
を
！

移
住
定
住
の
促
進
情
報

発
信
と
し
て
、
年
間
４

０
０
万
人
余
り
の
人
が

訪
れ
る
市
内
の
観
光
拠

点
に
看
板
の
設
置
や
ポ

ス
タ
ー
チ
ラ
シ
を
置
い

た
り
し
て
は
ど
う
か
。

担
当
副
参
事

今
か
ら
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
や
情
報
も
作
っ
て
い
く
の
で
、

可
能
な
限
り
や
っ
て
い
き
ま
す
。

す
で
に
移
住
し
て
、
鳥

羽
に
住
ん
で
い
る
人
の

声
を
ど
の
よ
う
に
汲
み

上
げ
て
い
く
の
か
。

担
当
副
参
事

既
に
移
住
さ
れ
て

い
る
方
に
メ
デ
ィ
ア
へ
登
場
し
て

も
ら
っ
て
情
報
発
信
を
し
て
い
る
。

引
き
続
き
い
ろ
ん
な
方
に
協
力
し

て
も
ら
い
た
い
と
考
え
て
い
る
。

鳥
羽
市
過
疎
地
域
自
立

促
進
計
画
で
「
水
産
研

究
所
の
移
転
が
記
載
さ

れ
て
い
る
が
、
順
次
計

画
し
て
い
く
の
か
」

企
画
財
政
課
長

水
産
研
究
所

は
平
成
31
年
度
の
計
画
と
位
置
付

け
て
い
る
が
、
他
に
事
業
費
の
大

き
い
施
設
整
備
が
あ
る
た
め
、
年

度
間
の
調
整
な
ど
変
更
が
予
想
さ

れ
ま
す
。
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長
岡
診
療
所

四
月
よ
り

「地
域
医
療
振
興
協
会
」が
運
営

編
集
後
記

２
月
2
日

津
市
で
の
自
治
体

議
員
研
修
会

に
参
加
し
ま
し
た
。

演
題
「
地
方
創
生
と
議
会
～
地

方
創
生
に
ど
う
取
り
組
む
か
～
」

講
師

新
潟
県
立
大
学
国
際
地
域

学
部

准
教
授

田
口
一
博
氏

講
演
で
な
る
ほ
ど
！
と
感
じ
た

ポ
イ
ン
ト

◎
さ
ま
ざ
ま
な
住
民
の
声
を
聞

く
。
投
票
に
来
な
い
人
の
意
見
を
、

住
民
が
集
ま
る
場
所
で
聞
く
。

◎
住
民
以
外
の
通
勤
通
学
者
・

法
人
に
聞
く
。

議
会
が
税
金
を
払
っ
て
く
れ
て
い

る
ま
ち
の
大
き
な
事
業
者
と
定
期

的
に
話
し
合
う
。

銀
行
や
不
動
産
業
者
に
地
域
の
現

状
を
聞
く
。

◎
市
が
外
部
委
託
し
て
い
る
仕

事
を
地
域
の
人
に
や
っ
て
も
ら
い
、

外
に
出
て
い
く
お
金
を
減
ら
し
地

域
内
循
環
を
目
指
す
。

こ
れ
ら
の
話
は
議
会
や
議
員
活

動
に
活
か
し
て
い
く
べ
き
と
痛
感
。

「消費増税に伴う宿泊業に
対する軽減税率適用を求め
る意見書」

鳥羽市は、国際観光文化都市として１８０を超える宿泊施設

を擁する国内でも有数の観光地の一つであります。鳥羽市の基

幹産業の一翼を担っている宿泊業においては、経済活動に密接

に関わる総合産業であるといえます。そして将来にわたって鳥

羽市の観光地力を維持し高めていくことが必要不可欠です。

しかしながら昨今の景気の低迷により、観光業を取りまく状

況は大変厳しいものがあり、消費税率１０％への引き上げに危

機感を覚えています。

そのような状況の中、世界の軽減税率を見渡したところ、宿

泊施設の利用等に関して、軽減税率が適用されている国があり

ます。

ヨーロッパ各国の消費税軽減税率の実例をみてみるとフラン

スでは、標準税率１９．６％に対し、宿泊施設の利用は、７％

という軽減税率が適用されております。また、ドイツでも標準

税率１９％のところ、宿泊施設の利用等は、７％の軽減税率が

適用されております。

そのような先進例と同じく日本国内においても増税実施され

た時には、宿泊施設利用等に関して軽減税率を適用するよう強

く求めます。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２７年１２月２１日 三重県鳥羽市議会

地
域
づ
く
り
に
知
恵
と
パ
ワ
ー
を
！

市
老
連
と
市
議
会
議
員
が
懇
談


